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本日の内容

（１）住宅の高断熱化の状況

（２）各断熱等級への対応

（３）断熱施工のポイント
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断熱建材協議会とは

断熱・開口部材の
健全な発展を目的
に設立されました。
９つの断熱材業界
団体と３つの開口
部材業界団体で構
成されています
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断熱材

セルローズファイバー(CF)

ロックウール（ＲＷ）

グラスウール（ＧＷ）

発泡プラスチック系

無機繊維系

有機繊維系

フェノールフォーム(PF)

ポリエチレンフォーム(PEF)

硬質ウレタンフォーム(PU)

押出法ポリスチレンフォーム(XPS)

ビーズ法ポリスチレンフォーム(EPS)

木質繊維（WF）

断熱材の種類

ポリエステル繊維（PW）



住宅の高断熱化に対応するためには、壁などにおいて付加断熱が必要
になる場合がありますが，他の部位では高性能断熱材への変更や厚さを
アップすることで，同様な工法の延長で対応が可能です。

建築上の法的な制限や使用部位によっては施工可能な厚さが限定され
るため，熱伝導率の低い材料の開発は重要です。

発泡プラスチック系断熱材においては，発泡セル径の小型化や低輻射成
分の混入など，繊維系断熱材においては細繊維化や高密度化などにより
高性能化しており，躯体の高断熱化にはかかせない材料となっています。

出典：HEAT20設計ガイドブック2021

断熱材の高性能化



◎グラスウールの高性能化の例
一般品１６Ｋ品：熱伝導率 ０．０４５（105mmでR値2.3）
⇒高性能１６Ｋ品：熱伝導率 ０．０３８（105mmでR値2.8）
⇒細繊維化・高密度化により ０．０３２（105mmでR値3.3）

◎押出法ポリスチレンフォームの高性能化の例
３種ｂＡ：熱伝導率 ０．０２８（50mmでR値1.8）
⇒セルの小型化・低放射成分の混入により
３種ｂＤ ０．０２２（50mmでR値2.3）

断熱材の高性能化の例

熱伝導率の単位 【W/（m･K）】



（１）住宅の高断熱化の状況

（２）各断熱等級への対応

（３）断熱施工のポイント



第7次エネルギー基本計画案（業務家庭部門）

住宅・建築物は一度建築されると長期ストックとなる 性質上、速やかに省エネ

ルギー性能の向上を進めるとともに、非化石転換やＤＲも推進していく必要があ
る。

政府としては、２０５０年規制・制度の在り方については、こうした目標と整合する
よう、住宅・建築物における省エネ基準の段階的な水準の引上げを遅くとも２０
３０年度までに実施する。

エネルギー収支が正味ゼロとなることを目指す「ＺＥＨ」についても、今後は更な
るゼロ・エネルギー化を進める観点から、省エネ性能の大幅な引上げを実施す
るとともに、自家消費型太陽光発電の促進を行うよう、その定義を見直す。

また、より高い省エネ水準の住宅の供給を促す枠組みを創設するとともに、住
宅性能表示制度における基準を充実させる。さらに、こうした省エネ性能の向上
を建材や設備の観点から支えるべ く、トップランナー制度において、窓などの目
標基準値の改訂や対象拡大に取り組む。

支援措置については、これらの規制や制度による手法と併せて、ＺＥＨ基準の水
準を大きく上回る省エネ性能等を有する住宅などの導入に対する支援を行う。さ
らに、既存住宅・建築物の省エネを進めるため、断熱窓への改修や高効率給湯
器の導入も含めた住宅の省エネ改修、建築物の省エネ改修を支援する。
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2022年 ➢住宅性能表示制度における多段階の上位等級の運用 断熱等級５・６・７の設定
➢建築物省エネ法に基づく誘導基準の引き上げ BEI＝0.8及び断熱等級５
➢エコまち法に基づく低炭素建築物の認定基準の見直し

省エネ性能の引き上げ、再エネ導入によるZEHの要件化
➢フラット35S等の基準の見直し

2023年 ➢フラット35における省エネ基準適合要件化（等級2⇒等級4相当）
➢分譲マンションに係る住宅トップランナー基準の設定（目標2025年度）

BEI＝0.9程度及び省エネ基準の外皮基準

2024年 ➢新築住宅の販売・賃貸時における省エネ性能表示の施行
➢住宅ローン減税の見直し 省エネ基準に満たない住宅は減税対象とならない

2025年 ➢住宅の省エネ基準への適合義務化 4号特例の縮小
➢GX志向型住宅に補助金
➢住宅トップランナー基準の見直し（目標2027年度）

BEI＝0.8程度及び断熱等級５（注文住宅以外のトップランナー）
BEI＝0.75及び断熱等級５（注文住宅トップランナー）

遅くとも
2030年

➢誘導基準への適合率が8割を超えた時点で
 誘導基準（断熱等級５＆一次エネ等級６相当）
の適合義務化

➢あわせて2022年に引き上げた誘導基準等の更なる引き上げ
➢新築戸建住宅の60%に太陽光発電設備を設置

住宅に係る省エネ対策の強化策（抜粋）



各断熱水準の外皮平均熱貫流率

地域区分

1 2 3 4 5 6 7 8

HEAT20 G1 0.34 0.34 0.38 0.46 0.48 0.56 0.56 ー

HEAT20 G2 0.28 0.28 0.28 0.34 0.34 0.46 0.46 ー

HEAT20 G3 0.20 0.20 0.20 0.23 0.23 0.26 0.26 ー

断熱等級２ 0.72 0.72 1.21 1.47 1.67 1.67 2.35 ー

断熱等級３ 0.54 0.54 1.04 1.25 1.54 1.54 1.81 ー

断熱等級４（省エネ基準） 0.46 0.46 0.56 0.75 0.87 0.87 0.87 ー

断熱等級５（誘導基準） 0.40 0.40 0.50 0.60 0.60 0.60 0.60 ー

断熱等級６ 0.28 0.28 0.28 0.34 0.46 0.46 0.46 ー

断熱等級７ 0.20 0.20 0.20 0.23 0.26 0.26 0.26 ー

ZEH基準 0.40 0.40 0.50 0.60 0.60 0.60 0.60 ー

ZEH＋基準 0.30 0.30 0.40 0.40 0.50 0.50 0.50 ー

 外皮平均熱貫流率UA値　[W/(㎡・K)]（戸建て住宅）
断熱水準

HEAT20と断熱等級は何が違うのか？



HEAT20の住宅シナリオ（省エネ＋室内温度環境）



先進的な自治体の取り組み

①山形県・・・「やまがた健康住宅基準」ＨＥＡＴ２０のＧ１・Ｇ２レベルを参考にＹＧ１・ＹＧ２・
ＹＧ３を設定。認定・助成制度

②鳥取県・・・「とっとり健康省エネ住宅」ＨＥＡＴ２０のＧ１・Ｇ２・Ｇ３レベルを参考にＴＧ１・
ＴＧ２・ＴＧ３を設定。認定・助成制度。２０３０年までに新築の５０％が目標。

③東京都・・・「東京ゼロエミ住宅」水準Ａ(等級５相当)・Ｂ(等級6相当)・Ｃ（等級６と７の間）を
設定。認定と助成制度。（Ｒ６.１０～）再生可能エネルギーの設置

④長野県・・・「信州健康ゼロエネ住宅」最低基準（等級５程度）推奨水準（等級６程度）
先導基準（等級7程度）を設定。助成制度。

⑤宮城県・・・「みやすま健康省エネ住宅ラベリング制度」
ＨＥＡＴ２０のＧ１・Ｇ２・Ｇ３レベルを参考にＭＧ１・ＭＧ２・ＭＧ３を設定。

⑥仙台市・・・「せんだい健幸省エネ住宅」ZEH、ZEH＋レベルに補助金
断熱性能はＨＥＡＴ２０のＧ１・Ｇ２・Ｇ３レベルを参考にＳＧ１・ＳＧ２・ＳＧ３を設定。

⑧北九州市・・・「北九州市健康省エネ住宅」断熱性能はUA値0.38（等級６と７の間）

⑨新潟県・・・「雪国型ＺＥＨ」ＨＥＡＴ２０を参考にＧ１・Ｇ２・Ｇ３レベルを設定。



HEAT20の地域補正の必要性

省エネ地域区分が同じでも建設地域が違えば、
同じの外皮性能（UA値）でも、省エネ性能や室
内温度環境は違ってくる。

目標とする省エネ性能・室内温度環境を達成
するには、外皮性能の地域補正が必要となる

下記：HEAT20地域補正ツール（近々見直し予定）
http://www.heat20.jp/grade/ua_dtl.html



東京（6地域）UA値0.46（G2：等級６相当）の場合

前橋（6地域）UA値0.46（G2：等級６相当）の場合



主な補助施策

①長期優良住宅：断熱等性能等級５＋１次エネ消費量等級６
➁低炭素住宅：誘導基準（断熱等級５＋１次エネ等級６相当）
③住宅金融支援機構
・ＦＬＡＴ３５Ｓ（金利優遇A：断熱等級５＋一次エネ等級６）
・ＦＬＡＴ３５Ｓ（ＺＥＨ）（ＺＥＨなど）
・グリーンリフォームローン（S：ZEH水準（誘導基準の仕様基準））
④子育てエコホーム支援事業
・新築 長期優良住宅・ZEH住宅（＝誘導基準：断熱等級５＋
一次エネルギー等級６）

2024年度の補助施策の要件は、ほとんど断熱等級５レベ
ル（誘導基準・ZEH水準）のものとなっている

2025年度の補助施策で
ＧＸ志向型住宅（断熱等級６）登場



子育てグリーン化住宅支援事業



①新築

新規

減額

減額



②リフォーム

補助対象工事の考え方や補助金については変更された
対象品種はZEH水準のみだと思われる







各基準の適合率の状況（推定）

国交省調査資料



ZEH化率（全戸建住宅）

順調にZEH増加 一般工務店も増加傾向

ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス実証事業 調査報告会2024



ZEH化率（注文戸建住宅）

新規

減額

減額

一般工務店の注文戸建住宅は１／４がZEH

ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス実証事業 調査報告会2024



ZEH化率 （建売戸建住宅）

ハウスメーカーの建売戸建住宅は９０％がZEH

ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス実証事業 調査報告会2024



UA値分布（ZEH）

等級６以上は１９％

ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス実証事業 調査報告会2024



等級６以上は５６％
全体で等級６以上５１％

等級７以上 ６％

UA値分布（ZEH＋）

ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス実証事業 調査報告会2024



子育てエコホームの状況 （ ）内は2023

既に交付申請の受付終了（省エネキャンペーンも）

12月末段階の交付申請戸数
・新築 200,529戸 1805億円 （134,573戸）
・リフォーム 455,828戸 364億円 （294,031戸）

先進的窓リノベ 対予算進捗率 73％
申請戸数 323,868戸 約928億円

給湯省エネ 対予算進捗率 97%
申請戸数 417,787戸 約521億円

賃貸集合給湯省エネ 対予算進捗率 7%
申請戸数 19,036戸 約12億円

既に断熱等級５レベルが標準
※R6年の戸建住宅着工戸数約34万戸



（１）住宅の高断熱化の状況

（２）各断熱等級への対応

（３）断熱施工のポイント



省エネ性能の評価方法の分類

29

大・中規模
非住宅建築物

小規模
非住宅建築物

集合住宅 戸建住宅

標準入力法
性能計算

外皮：計算 × 設備：WEBプロ

モデル建物法
仕様・計算併用法

外皮：仕様 × 設備：WEBプロ

モデル建物法
（小規模版）

仕様基準

外皮：仕様 × 設備：仕様



• 断熱等級４≒省エネ基準

2025/4適合義務化レベル、仕様基準有

• 断熱等級５≒誘導基準＝ZEH水準

遅くとも2030年適合義務化レベル、仕様基準有

※仕様基準・・・一戸毎の外皮面積の拾いやUA値の計算が不要

BELSや各種補助金にも対応可のケースが多い

※断熱建材協議会ホームページでそれぞれの省エネ地域区分

ごとの木造戸建住宅の断熱材のR値基準に合致した製品リスト

を掲載

• ※2025年4月の省エネ基準の適合義有無化に向けて、

• 設計者だけではなく、確認申請前の省エネ適合判定が不要とな
り審査側の負荷軽減にもつながる

断熱等級４・５への対応



省エネ性能の評価方法の分類
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大・中規模
非住宅建築物

小規模
非住宅建築物

集合住宅 戸建住宅

標準入力法
性能計算

外皮：計算 × 設備：WEBプロ

モデル建物法
仕様・計算併用法

外皮：仕様 × 設備：WEBプロ

モデル建物法
（小規模版）

仕様基準

外皮：仕様 × 設備：仕様

これからの説
明部分



断建協ＨＰ 各等級対応の断熱材製品リスト

省エネ基準（仕様基準）
断熱等級４

誘導基準（仕様基準）
断熱等級５

断熱等級６仕様例

断熱等級７仕様例

付加断熱マニュアル改訂
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1 2 3 4 5 6 7 8

屋根 4.6 0.96

天井 4.0 0.78

2.2 ―

外気に接する部分 5.2 ―

その他の部分 3.3 ―

外気に接する部分 3.5 ―

その他の部分 1.2 ―

開口部 窓・ドア 2.3 3.5 ―

5.2 3.3

3.3 2.2

4.72.3

土間床等の外周部
3.5

部位
地域区分

屋根または天井
6.6 4.6

5.7 4.0

1.7

1.2 0.5

壁 3.3 2.2

床

外皮性能：（仕様基準）地域別・工法別・部位別に必要な断熱材のR値が示されています

外皮性能 省エネ基準(仕様基準) 木造軸組み充填工法
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省エネ基準 設備の仕様基準（4～7地域）

木造戸建住宅の仕様基準ガイドブック_4~7地域_省エネ基準編_第3版.pdf

https://www.mlit.go.jp/common/001586400.pdf
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省エネ基準(仕様基準)製品リストのご紹介（断建協）
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外皮性能：（仕様基準）地域別・工法別・部位別に必要な断熱材のR値が示されています

外皮性能 誘導基準(仕様基準) 木造軸組み充填工法

仕様
基準

部位

地域の区分

１・２ ３ ４～７ ８

木造
（充填）

屋根又は天井

屋根 6.9 5.7 5.7 1.0

天井 5.7 4.4 4.4 0.8

壁 4.0 2.7 2.7 ー

床

外気に接する部分 5.0 5.0 3.4 ー

その他の部分 3.3 3.3 2.2 ー

土間床等の外周部分の基礎壁

外気に接する部分 3.5 3.5 1.7 ー

その他の部分 1.2 1.2 0.7 ー

開口部 窓・ドア １．９ ２．３ ２．３
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誘導基準(仕様基準)製品リストのご紹介（断建協）
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誘導基準 設備の仕様基準（4～7地域）

木造戸建住宅の仕様基準ガイドブック_4~7地域_誘導基準編_第4版.pdf

https://www.mlit.go.jp/common/001586403.pdf


省エネ性能の評価方法の分類
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大・中規模
非住宅建築物

小規模
非住宅建築物

集合住宅 戸建住宅

標準入力法
性能計算

外皮：計算 × 設備：WEBプロ

モデル建物法
仕様・計算併用法

外皮：仕様 × 設備：WEBプロ

モデル建物法
（小規模版）

仕様基準

外皮：仕様 × 設備：仕様

これからの説
明部分
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外皮性能(仕様基準)×1次エネルギー消費量（WEBプロ）



WEBプログラムへの設備入力例と計算結果
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１．暖冷房・・・設置しない
※設置しない場合でも断熱・防露・気密を考慮し、壁にあ

らかじめスリーブ等を設置することを推奨します。

２．換気・・・3種壁付け（換気0.5回/ｈ）

３．給湯・・・エコジョーズ
（ガス潜熱回収型給湯器）効率IPなし

４．照明・・・非居室のみＬＥＤ
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省エネ基準は
達成



•断熱等級６≒HEAT20 G2レベル

ＧＸ志向型住宅で必要となる水準

仕様基準はない

•断熱等級７≒HEAT20 G3レベル

※断熱等級６・７は、先進的な地域で認証制度や補助制度で

利用されている（鳥取NESTなど）

断熱等級６・７への対応



44

省エネ
だけど
寒い

暖かい
けど
増エネ

HEAT20のG1～G3の位置づけ

旭ファイバーグラス資料



断熱材の熱抵抗と部位の熱貫流率（天井：野縁上断熱，壁：充填断熱，床：大引間断熱の
場合）の関係を示したグラフです。同じ熱抵抗の断熱材を用いた場合，熱橋や熱流方向の
影響により，天井・床・壁の順番で熱貫流率が小さくなります。また，床下は床下地盤の熱
容量や外気との交換換気量が限られ，熱的に安定し，熱損失量を計算する際には温度差
係数0.7 が乗じられるため，実質的な断熱材の断熱性能への影響は天井・壁・床の順番で
小さくなります。

GW10K50

GW10K100

HGW16K105

HGW16K155

出典：HEAT20設計ガイドブック2021

高断熱化における部位の位置づけ

GW：グラスウール
HGW：高性能グラスウール



◎窓など開口部は高性能なもの（トリプルガラスでも熱貫流率
2.33～1.3程度）でも躯体よりも性能が低いので優先的に高性能化
することが必要です。
◎躯体については一般的な2 階建の場合，壁の面積は天井・
床の2 倍程度あり，熱損失量が大きくなるため，壁の高断熱化
は特に重要なポイントです。また後でのやり直しが最も困難な
のが壁です。壁には新築の段階から高性能な断熱材を選択
することが重要です。
◎屋根・天井面は，夏期における日射の影響，冬期における夜
間放射による仕上げ面からの放射の影響を減らすことなどの
観点からも，高断熱化することが重要です。

出典：HEAT20設計ガイドブック2021

高断熱化における部位の位置づけ



G1～G3（断熱等級５～７）における部位別断熱工法対応例

出典：HEAT20設計ガイドブック２０２１



断建協 断熱等級６ 仕様例 計算前提

計算前提

①自立循環型モデルにて計算
 １～３地域・・・寒冷地モデル
４～７地域・・・温暖地モデル
➁基礎・土間床の線熱貫流率
１～３地域・・・布基礎の外断熱の早見表を利用
４～７地域・・・べた基礎の内断熱の早見表を利用

（※）建築研究所の技術情報（住宅）R6年4月1日公開の2.1算定方法の第三章 第三節 熱貫流率及び線熱貫流率

③開口部（窓・ドア）の熱貫流率
１～４地域・・・１．３
５～７地域・・・１．６

※開口部製品については建産協ZEH製品リストを参照、あるいは開口部材メーカーに
お問い合わせください。

（一社）日本建材・住宅設備産業協会 資料ダウンロードサイト (kensankyo.org)

https://www.kensankyo.org/download/


基礎の評価方法の変更
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新評価法は
・基礎壁は一般の壁と同じように熱貫流率
・土間床からの熱損失は線熱貫流率 で評価

国交省資料
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等級６仕様例 製品リストのご紹介（断建協）



断熱等級６仕様例（木造軸組：5～7地域）

外張付加断熱不要・4地域以北は付
加断熱が必要なる可能性が高い





断建協 断熱等級７ 仕様例 計算前提

計算前提

①自立循環型モデルにて計算
１～３地域・・・新モデル（住宅平面プランは自立循環型モデル

開口比率６％）
４～７地域・・・寒冷地モデル（開口比率約８％）
※従来の温暖地モデルの開口比率は約１０％

➁基礎・土間床の線熱貫流率
１～３地域・・・布基礎の外断熱の早見表を利用
４～７地域・・・べた基礎の内断熱の早見表を利用

（※）建築研究所の技術情報（住宅）R6年4月1日公開の2.1算定方法の第三章 第三節 熱貫流率及び線熱貫流率

③開口部の熱貫流率
窓・・・１．０６
ドア・・・０．９５
※開口部製品については各開口部材メーカーにお問い合わせください



高断熱住宅の開口部面積比率の状況
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等級７断熱仕様例 製品リストのご紹介（断建協）



断熱等級７仕様例（木造軸組：5～7地域）

温暖地でも壁の付加断熱が必要





（１）住宅の高断熱化の状況

（２）各断熱等級への対応

（３）断熱施工のポイント
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断熱設計施工上の注意点

断熱

繊維系断熱材の場合

※断熱材に付属のポリエチレンフィルム ： JIS A 6930 A種相当以上の性能を推奨
※別張り防湿気密フィルム ： JIS A 6930 B種相当以上の性能を推奨
※JIS A 6930 ： 住宅用プラスチック系防湿フィルム
※JIS A 6930 A種の透湿抵抗値 ： ［820×10

8
 （m2・s・Pa）／kg］ ［170 ［（m2・h・mmHg）／g］

※JIS A 6930 B種の透湿抵抗値 ： ［1440×10
8 （m2・s・Pa）／kg］ ［300 ［（m2・h・mmHg）／g］

キーワードは断熱・防露・気密の連続性

防露

断熱材付属ポリエチレンフィルム

あるいは別張り防湿気密フィルム

透湿抵抗値：0.082m2・s・Pa/ng以上



断熱性能低下の発生要因 気流の発生

⚫床と壁との取り合いや、壁と天井との取り合いに隙間がある状態のまま
だと、壁体内に空気の流れ（気流）が発生します。

⚫気流が発生すると、繊維どうしの隙間に空気が流れる状態となり、なるべく動かない
状態で空気を保有することができません。

⚫期待する断熱効果が発揮できないだけではなく、内部結露発生の要因にもなります。
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図出展：新木造住宅技術研究協議会



断熱性能低下を防止するために⇒気流止め措置

⚫床と壁との取り合いや、壁と天井との取り合い部分を気密化
→防湿気密シート・面材・乾燥木材などを用いて気流止めを設置します。

⚫ 気流止めを設置することにより、繊維どうしの隙間に空気が流れにくくなり、なるべく
動かない状態で空気を保有することができます。

⚫ 期待する断熱効果を発揮し、内部結露発生の防止にも繋がります。

61

耳付き袋入り
繊維系断熱材

図出展：新木造住宅技術研究協議会



気流止めによる断熱効果
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断熱リフォームを想定した気流止めの効果の例

無断熱

無断熱

気流止め無し 気流止め有り 標準施工

厚さ50ｍｍの繊維系断熱材を外壁側に押込み施工 耳付防湿層付属
繊維系断熱材
厚さ50ｍｍ
耳かけ施工

無断熱 気流止め無し 気流止め有り 標準施工

気流止め未設置 気流止め設置

無断熱 気流止め無し 気流止め有り 標準施工

無断熱 厚さ50ｍｍの繊維系断熱材を外壁側に押込み施工 耳付防湿層付属
繊維系断熱材
厚さ50ｍｍ
耳かけ施工

無断熱 気流止め無し 気流止め有り 標準施工

写真出展：硝子繊維協会



Ａ．開口部
・Ｕ値（熱貫流率）だけでなく日射熱取得率にも注意（冬期）
・方位や周辺環境による窓種選択が必要
・付属部材も利用した変化可能な日射遮蔽（夏期）
・通風や隙間量を考慮し開閉方式を検討

部位ごとのポイント（開口部）



64

Ｂ．屋根
・間仕切り壁上部の気流止め不要（屋根断熱の場合）
・野地上断熱の場合、断熱厚が厚くなるので
屋根下地材（垂木）への確実な留め付けに注意

Ｃ．天井
・壁（外壁・間仕切り壁）上部の気流止め・断熱に注意
・配管・配線貫通部などの気密処理に注意
・ダウンライトの種別に注意（M形は不可）
・袋入れ繊維系断熱材を二層敷き込みの場合、室外側の
製品の防湿フィルムははがす

Ｄ．桁上
・軒先の断熱厚が確保できるよう
梁桁の上に補助木材を設置する

部位ごとのポイント（屋根・天井）



ダウンライトの熱抵抗の制限

・現行の制限値（試験で問題ないことが確認されている範囲）は
下記表の通り。

・日本照明工業会へ、高いR値の確認試験の実施・規格化を依頼中

断熱工事 ダウンライトの
種類

熱抵抗値
(㎡･Ｋ/Ｗ)

備考

吹込み断熱 ＳＢ形 6.6以下 JIS A9523に規定された
吹込み用断熱材

マット敷き工法 ＳＧ形 4.8以下 JIS A9521に規定された
断熱材

ＳＧＩ形 6.6以下
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Ｅ．壁
・充填断熱
グラスウールなどの密度アップ対策として、外壁は筋交いレス
が望ましい（実質的な断熱性能もアップ）
⇒室内側面材（せっこうボードなど）でも壁倍率をとる

・外張断熱
確実な外壁支持のため間柱は45mm幅を推奨
必要な長さのビスを所定のピッチで留め付ける

・付加断熱の防露性に注意
確実な防水施工・防湿施工、乾燥木材の使用

・防火規制地域における認定の有無に注意

・配管など貫通部に付属部品以外の工夫も必要

・開口部の位置・重量に応じて補強

部位ごとのポイント（壁）



外壁の壁倍率（室内側せっこうボードの利用による筋交いレス）

合板の新しい告示：3.7倍(CN50＠75) PB認定ビス使用で1.0倍 合計4.7倍が可能

67出典：硝子繊維協会



剛床と内装せっこう
ボードの張り上げで、
気流止め材・筋交いレス



壁断熱 設計の工夫

（コンセント・スイッチ等）

・できるだけ外壁ではなく

間仕切り壁に設置

・外壁に設置する場合は、ふかし壁を

（防湿気密層より室内側）などで対応する方法

もある
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防湿気密層の室内側に45mm程度の

ふかし壁を設けることで、防湿気密層
を破らずに、配線やコンセントなどの設
置が可能となる。また外壁の断熱性能
を付加する事が可能となる。防湿気密シート



壁の付加断熱工法

高断熱化の際に，充填断熱や外張断熱では対応できない断熱性能が必要な場合には，充填断熱と外
張断熱あるいは内張断熱を併用する充填＋付加断熱工法とする必要があります（図7）。充填断熱・付

加断熱ともに繊維系断熱材あるいは発泡プラスチック系断熱材を用いる場合もありますが，充填に繊
維系断熱材・付加断熱に発泡プラスチック系断熱材を使用するケースが一般的です。

壁の付加断熱工法



充填断熱：繊維系＋付加断熱：発泡プラスチック系 の場合

① 充填する繊維系断熱材の室内側には，JIS A 6930 A 種の透湿抵

抗以上の防湿層を施工します。別張防湿気密プラスチックフィルム
のほか，グラスウール・ロックウール各社の厚さ50μ以上の付属防
湿フィルム付きの製品がこれに該当します。
② 躯体の内外が，室内側の防湿層と躯体外側の透湿抵抗の高い

発泡プラスチック系断熱材で構成されるため，構造材や造作材，壁
外側に貼る面材は十分乾燥したものを用いる必要があります。
③ 発泡プラスチック系断熱材を付加断熱に使用した場合，「住宅瑕
疵担保履行法」の防水層の3 条確認により，透湿防水シートを省略

することが可能です。施工の詳細は，各断熱材製造会社に問合せ
てください。
④ 防火地域・準防火地域の場合，発泡プラスチック系断熱材製造

会社が個別認定を取得していますので，内容の詳細は各断熱材
メーカーに問合せてください。漏水・室内側防湿層の欠損がないように！

壁の付加断熱工法の注意点



付加断熱工法における内部結露について

発泡プラスチック系断熱材の透湿性については，JIS A 9521（建築

用断熱材）において透湿係数の上限値が規格化されており，一般
的な結露計算に使用されています。実際の性能としては，この数値
よりも透湿係数は小さく（透湿抵抗は大きく）なりますので，本計算
では各メーカーより実測値を集め，その中で最も危険側の（透湿抵
抗が大きい）数値を，表4 に示します。

ボード状の硬質ウレタンフォーム断熱材につきましては，透湿抵
抗の大きいさまざまな表皮材がありますので，各断熱材メーカーに
問合せてください。

断熱建材協議会付加断熱マニュアル



内部結露リスクの低い仕様例

断熱建材協議会付加断熱マニュアル



断熱建材協議会付加断熱マニュアル
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Ｆ．床
・壁取り合い部の気流止めに注意（根太床の場合）
・剛床の場合は、柱と床合板との隙間処理が必要
・配管・配線貫通部などの処理

G．基礎
・気密パッキン突合せ部の隙間に注意
・壁外張断熱厚に応じた基礎幅
・立ち上がり部＋水平部の断熱が効果的

部位ごとの注意点（床・基礎）

その他

・暖冷房負荷に応じた設備能力の選択が必要
・冬期の暖気、夏期の冷気の経路について工夫が必要
・夏期のエアコン停止時の湿気対策が必要



床部の断熱工法（基礎断熱or床断熱）

基礎外側
断熱

基礎両側
断熱

基礎内側
断熱

床断熱

床下換気口 設けない 必要

気密措置 基礎／土台間等で確保
床下地材等で確

保

壁／床の気流止
め

不要 必要

ホールダウン金
物等基礎に接続
する金物の断熱
補強

不要 必要 必要 必要

地盤部の防蟻措
置

ベタ基礎等+断熱材の防蟻
措置等

ベタ基礎等
一般的な防蟻措

置

その他 － － －
玄関やUB部は
基礎内断熱等で
対処

76



基礎断熱（べた基礎・土間上断熱の場合）の線熱貫流率早見表

水平面の
断熱材Ｒ値

垂直面の断熱材Ｒ値
M：外側 N：内側

べた基礎の場合の線熱貫流率表によると，折り返し300～450 mm 未満で土間床水平面の断熱材の熱
抵抗を大きくする（1.0 以上2.0 未満⇒5 以上10.0 未満）より，折り返し900 mm 以上にしたほうが，より線
熱貫流率が小さく熱損失を低減できることがわかります。



木造軸組工法の気密施工のポイント
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施工手順

⚫ コンセント・スイッチボックスまわりの施工

①コンセントボックスカバーの大きさに合わせ
て、カッターナイフで切り込み入れます。

②防湿フィルムをはがし、コンセントボックス
カバーの裏側に断熱材を通し、断熱欠損
を防ぎます。

③コンセントボックスカバーと周囲の防湿フィ
ルムを気密テープで貼りあわせて留めつ
けます。

⚫断熱材を貫通する配管まわりの施工

①配管貫通部はあらかじめスリーブもしくは
取り付け枠などを作り躯体に固定します。

②プラスチック系の成型品またはブチル系の
ラバーシートを用い、周囲を気密テープな
どでシールするか、もしくは、気密テープで
配管まわりと防湿フィルムを直接シールし
ます。

図・写真出展：硝子繊維協会

気密性能を確保するために①



気密性能を確保するために②

剛床の合板と柱周りに生じる隙間は、３０～４０㎠で相
当隙間面積だと0.2～0.4〔㎠/㎡〕となるため、この部
分の気密化は重要です。

出典：HEAT20設計ガイドブック2021



気密性能を確保するために③

基礎断熱の場合、基礎と土台の間には基礎パッキン
を施工しますが、隅角部のパッキン端部やつなぎ目で
隙間が生じやすくなっています。気密テープや一液ウ
レタンスプレーなどによる気密対策が重要です。

出典：HEAT20設計ガイドブック2021



断熱建材協議会の断熱施工技術講習会

• 受講者の希望日・希望場所に応じて少人数でも開催（日程調
整はさせていただきます）

• 各断熱材業界の断熱施工の習熟者（断熱建材協議会認定講
師：カード作成予定）による講習

• 講習会費用・・・無料（但し修了証の必要な方は千円/人）

• 受講者の採用断熱工法（充填断熱・外張断熱・併用断熱）に
あわせ、特化した講習内容

• 講習会タイプは3種類、施工現場を使用した実践的な講習も
受け付けます

詳細は左記QRコードより



講習会タイプ

①施工現場講習（ １~1.5時間程度：最低5名程度以上で開催）

施工マニュアルに基づき施工現場で説明

可能なら実技も実施（カット・断熱施工など）

施工現場、実技用断熱材などは受講者が用意する

②座学講習（１~1.5時間程度：最低10名程度以上で開催）

施工マニュアルに基づき座学で説明

会議室など開催場所は受講者が用意する

③施工現場講習＋座学講習

（2~3時間程度：最低10名程度以上で開催）

施工マニュアルに基づき座学・現場で説明

会議室、施工現場、実技用断熱材などは受講者が用意する



施工現場講習会場について
• 共通事項

座学＋施工現場講習の場合は、下記のタイミングに合わせ

開催日を設定ください。また移動時間を考慮し、座学講習会

場近くで施工現場をご用意ください。会場となる物件の持ち

主の許可をとってください。現場の安全管理にご配慮ください。

• 充填断熱工法

1階床の合板が張り終わり、壁断熱施工の途中の段階で開
催することが目安です。筋かい部の断熱施工を行う場合があ
りますので、筋かいのある壁で断熱未施工部分があると良い
です。

• 外張断熱工法

壁の外張断熱の途中の段階で開催することが講習会開催の

タイミングの目安です。
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講習会
申込者

断熱建材協議会
事務局

各協会の
講習会講師

担当断熱材
協会事務局

講習会実務フロー



ご清聴ありがとうございました
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